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内容 



超高齢社会 

高齢化率 

総人口 

65~74歳 

75歳以上 

65歳以上の高齢者人口は過去最高の3,079万人 

総人口に占める65歳以上人口の割合は24％ 

内閣府： 
平成25年版 

高齢社会白書 



超高齢社会の将来 

高齢化率 

65~74歳 

75歳以上 

高齢者人口は平成54（2042）年に3,878万人でピー
ク。その後は減少に転じるが高齢化率は上昇。 

平成72（2060）年には高齢化率は40％。 

    2.5人に1人が65歳以上。 



社会保障給付 

社会保障給付費、平成22年度：103兆円 

国民所得に占める割合： 昭和45年度の6％から30％に 

高齢者関係給付：71兆円、全社会保障給付費の68％ 

年金＋医療費＋介護・福祉 



医療・介護の需要と供給 



医療・介護の需要と供給 



医療保険と介護保険 

医療保険 

 医療行為に対する保険 

介護保険 

 介護に対する保険 

1割負担、 

総額に制限がある 

（はみ出し分は実費） 
40歳～と65歳～ 

1-3割負担、 

総額に制限がない 

年齢制限なし 

訪問診療、往診、 

点滴、抗生剤等 

訪問看護 訪問看護 

ヘルパー、入浴サービス 

車いす、杖、介護ベッドレンタル 

デイサービス、ショートステイ 



介護保険サービス 



医療・介護の再編 



医療介護の強化 



在宅復帰率 



 要介護者が施設に短期間入所し、介護や
機能訓練などを受ける 

 家人の仕事や家庭の事情、介護疲れ予防 

・・・2泊3日×４回/月の利用など 

ショートステイ 
（短期入所生活介護） 

2年のうちで最大1年間の利用が基本 

送迎も含めて、介護保険が適応 
個室代（1500-4000円/日）や食事代は自費 

（月３０日までは満額介護保険適応） 



濃厚な医療は必要ないけど、 
在宅にも戻れない 

要介護の患者はどこに？ 



老人保健施設 

病状は安定しているものの、退院してすぐに
自宅へ戻るのは不安 
 
病院と自宅の中間的な役割 

 
リハビリを中心として自立生活を目指すという
のがスタンスのため、入所期間は基本的に３
～６カ月程度 

⇒10年後は1.3倍の計画（微増） 



特別養護老人ホーム 

＜日常的な医療ケアを必要としない高齢者の 

非在宅版 終の棲家＞ 

 姫路市内： 34施設 

 平均2年待ち （250人待ちなど） 

 最期まで在宅ができないと決めている場合、早めに登録を 

 要介護5,4,3を優先 

⇒10年後は1.5倍の計画（引き続き激混み） 



自宅での医療はほとんど 
必要なくて、そこそこ元気。 
でも、要介護状態だし 
完全な独居も不安。。。 
家族の介護もない。。 



サービス付き高齢者向け住宅 



サ高住普及の現状 



2014年3月現在 

サ高住普及の現状 

法人別 

業種別 

戸数 

面積 



サ高住普及の併設施設 



国の補助金・・・建設費の10分の1 
併設する生活支援施設にも、1施設当たり上限1,000万円 

税金制優遇 

＜現状＞ 
   ・2014年： 17万戸 （3年で16万戸増加） 
＜将来＞ 
   ・2020 年までに60 万戸を目標（全戸の3％） 

・・・契約内容など良く確認を 

国土交通省発表 

サ高住普及への政策 

診療所とのタイアップ！？ 



介護保険改定の影響 



訪問看護 
在宅中重度の要介護者のニーズに対して、以下の対応を評価。 

• 電話等で常時対応できる体制、緊急時に訪問看護を行う体制 

           （緊急時訪問看護加算） 
• 特別管理を必要とする患者に計画的な管理を行う体制 

           （特別管理加算） 
• 在宅での死亡まで看護を提供する体制（ターミナルケア加算） 
     の一定以上の算定実績を再評価 

 

 病院・診療所からの訪問看護の報酬単価を増額 

⇒・訪問看護の充実 
 ・在宅患者の主治医は、看取りが 
  増える可能性 



定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

事業所における訪問看護サービスの一部を、他の訪
問看護事業所と契約に基づき、 当該訪問看護事業所
に行わせることを認める。 

⇒今までとは違う訪看から、指示書や
指示内容の確認の連絡があるかも 



小規模多機能型居宅介護 
看取り介護加算の新設 
在宅生活を継続するための支援を更に強化する観点か
ら、訪問サービスを積極的に提供する体制の評価を行う
ため、新たに「訪問体制強化加算」（仮称）を新設 

従業者のうち看護職員が兼務可能な施設・事業所につ
いて、「同一 敷地内」の要件を緩和 

登録定員を２９人以下に 

⇒・小規模多機能入所患者の主治医は、 
  看取りが増える可能性 
 ・小規模多機能居宅数：増加の可能性 



複合型サービス 

訪問看護を実施していない利用者が一定割合以上の複合型
サービス事業所： 

   適正化の観点から、基本報酬に内包されている訪問看護 

   サービス部分に ついて減算 

訪問看護を実施している利用者が一定割合以上を占め、利用
者の医療ニー ズに対応している複合型サービス事業所： 

   そのサービス提供 体制を評価して加算 

⇒・新規訪問看護出現の可能性 
 ・必要ない訪看提案の可能性 



介護老人保健施設 

在宅復帰支援機能・在宅療養支援機能⇒引き続き強化 

   ＆ 老健施設自らの訪問系サービス提供の促進 

入所時から退所を見据えた相談を評価 

ターミナルケア・看取りの評価 

 

⇒ 医療の在宅復帰率との関連もあり 
・老健施設再活性化の可能性 
・老健施設からの在宅受け入れの依頼 



介護療養型医療施設 

中等度要介護者の受け入れという視点からの機能評価 

看取りやターミナルケアを中心とした長期療養機能 

⇒ 医療の在宅復帰率との関連もあり 
・療養型施設再活性化の可能性 
・在宅の鏡像（在宅と車の両輪関係） 



介護予防通所介護、通所リハ 

 介護予防通所介護の費用： 年々増加 
  全予防給付額の37％を占めており各分野中1位 
 介護予防通所リハの費用：増加 
  全予防給付額の13％を占めており各分野中3位 

通所系サービスにおいて送迎がない場合 
   以前の通所系サービスの報酬には送迎に対する報酬が 
    含まれているので送迎していない利用者の報酬は減額 
 

⇒ 医療経済の面からは、 
・利用抑制や単価引き下げの可能性 
・利用のハードルが上がる可能性 



集合住宅におけるサービス提供 

事業所と同一建物の集合住宅に居住する利用者の訪問
系サービス 
 同一建物への訪問を中心とする事業所のほうがそうでない事業所よりも介護
職員1人当たりの訪問件数が多く、移動時間が短い。利用人数にかかわらず
報酬を10％減産する案 

 一建物で20人以上担当する場合報酬を10％減産する案 

⇒ 担当人数を減らすために患者の訪問
系サービス変更の知らせがくるかも 



療養通所介護 

重度要介護者の送迎には複数名体制での個別送迎が必要とさ
れている実態を踏まえ、「個別送迎体制強化加算（仮称）」を新設 

 

• 療養通所介護の利用者は、要介護５で70% 

 

• 療養通所介護の利用者は、６～８時間の長時間利用が大多数。
個別送迎を実施している割合は69% 個別送迎に係る人員配置
では、複数名体制は75%（大半が看護師帯同）  



療養通所介護 

 重度要介護者の入浴には複数名体制での介助が必要とされて
いる実態を踏まえて、「入浴介助体制強化加算（仮称）」を新設。 

 

• 療養通所介護の利用開始を決めた理由： 
  「家族の介護負担軽減やレスパイト」85％「入浴希望」が64％ 

• 療養通所介護サービスにおいて、入浴している利用者は89％ 

• 入浴を行う利用者のうち80％に対し、２名以上の職員で入浴介
助 

• 利用者の91％に看護師が１名以上対応。 



介護福祉施設サービス 

看取り指針の整備と報酬 
• 看取り介護加算の充実 

• 夜間にナースの配置があれば報酬上で評価 

• 特別養護老人ホームの職員の専従要件の緩和、複合
的なサービスを提供 

• 小規模多機能型居宅介護と指定介護老人福祉施設と
の併設 

• 居住費については保険料で負担しないか、値上げ 

⇒介護福祉施設でも主治医は、 
        看取りが増える可能性 



特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームの入居者の高齢化、重度化による介
護老人福祉施設を補完するような役割 

 

• 認知症専門ケア加算の新設 

• 看取り対応の強化 

• 職員配置基準と合わせた基本報酬の見直し 

⇒老人ホームでも主治医は、 
        看取りが増える可能性 



ショートステイ 
短期入所生活介護 

• 特別養護老人ホームなど福祉系の施設への短期
間の入所（ショートステイ）。 

• 主に、日常生活の介護と機能訓練（レクリエーショ
ン）などを受ける 

短期入所療養介護 

• 介護療養型医療施設など医療系の施設や介護老
人保健施設への短期間の入所（ショートステイ）。 

• 医療的に観た治療や療養、介護、機能訓練、治療
や看護、などを受ける 



短期入所生活介護 

「緊急入所受け入れ加算」の要件緩和 

• 今まで、算定施設基準と要件が煩雑 

• 要件を緩和し、評価を引き上げる 

• 専用の居室以外の静養室での受け入れを可能と
し、緊急時の受け入れを柔軟に対応 

⇒在宅患者の駆け込み寺と成り得るかも 



短期入所生活介護 



短期入所療養介護 

介護職員処遇改善加算 

• 施設数が増えていない 

• 8割強が老人保健施設。2割弱が病院と診療所 

• 給料の引き上げ、処遇改善加算にて、施設の収入
を増やして、施設自体の増加を期待 

 

⇒ 退院患者、在宅復帰患者の受け皿が 
  増えるかも 



まとめ 

 10年後を見据えて、外来業務のみならず、
在宅、施設への出向きを考慮⇔生き残り 

 介護報酬も終末期や施設の充実に重点化 

 最後は効率化を求めて、在宅よりも集約化
（サ高住、特養、老健etc） 

 超高齢社会の進行、高齢者自身の希望、医
療・社会保障費問題を総合的に鑑み、今後さ
らに在宅医療が推進。 



高齢者を支える。。。 
総人口 

65~74歳 

75歳以上 

平成24年では、高齢者1人に対して現役世代2.6人 

平成６2年では、高齢者1人に対して現役世代1.3人 

15~64歳 



若者の尊重 
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看護師・介護士の確保 
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Thank you for your attention 



若者の尊重 



医療介護の強化 



サ高住普及のサービス 



医療・介護の単価見込み 


